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政策４　家族の理想実現
【目的】若者の結婚の理想を実現するとともに、安心して妊娠・出産・子育てをすることができる社会づくりを進めます。

施策１　家族形成支援

【目的】結婚を望む県民の希望がかない、安心して妊娠・出産できる環境を整備し、家族形成を支援します。

(1)若者の結婚の後押し・応援

①結婚を希望する若者に対して、結婚に向けた意識啓発を図るとともに、出会いと交流の場の提供を推進します。

こ政003 地域少子化対策重点推進事業（結婚
応援セミナー）

こども未来
部

こども政策
課

　独身の若者を対象に、結婚に結びつくよ
うなより実践的なライフデザインセミナーと交
流会を開催するとともに、独身の子を持つ
親に対して、親の心構えや接し方等を学ぶ
講座を開催するほか、民間非営利団体等
における各地域でのセミナー開催を補助す
る。

イベントでのカップリング率 ％ - - - 8,512 2,500 4,638

　学生・新社会人に対するライフデザインセミナーを出前講
座として実施（3回）
　民間団体等が行うライフデザイン支援の取組を補助（8
団体）
　大学生等による少子化対策への提案(3件)

4継続

　Ｈ30年度に実施した県民意識調査から、若者に結
婚や子育てのマイナスイメージが広がっていることが懸念
される。若者がこれからの人生を考える中で、家族形
成を選択肢として考えられるよう、ライフデザインの支援
を行うことは必要である。

4継続
　若い世代にライフデザインを考える機会を提供すること
は、結婚や子育てについても考える機会となり、少子化
対策に繋がる重要な取り組みであるため継続。

こ政004 ぐんま縁結びネットワーク こども未来
部

こども政策
課

　「縁結び世話人」のネットワークを活かして
登録者の情報交換を行い、登録者の意
思を尊重しながら、相手を探し出して結婚
に結びつける。

成婚者数（累計） 組 159 81 90 1,001 3,201 926

　群馬県地域婦人団体連合会に委託
　世話人情報交換会（165回）、縁結び交流会開催
（12回）、お見合いの実施（244回）、成婚数（37
組）、縁結び世話人研修会の実施（4回）

4継続

　成婚数は順調に伸びており、好評により登録者が増
えている。Ｒ元年度から制度を一部変更し、世話人の
モチベージョンを上げるとともに、登録者の積極的な婚
活を促している。ボランティアの力を生かした結婚支援
は、多額の経費によらず、地域力の活用という面でも
推進していく必要がある。

4継続
　目標数を大きく上回る実績を達成しており、一定の
成果が出ているため、継続。引き続き、県民の結婚の
希望実現に努めていく必要がある。

こ政005 ぐんま赤い糸プロジェクト こども未来
部

こども政策
課

　独身従業員の家族形成を支援したいと
考えている企業を会員団体として募り、ま
た、イベントの企画・運営を行う企業を協
賛団体として登録し、会員団体等に対し
て交流イベントを実施してもらう。さらに、会
員団体にコーディネーターを派遣して団体
間の交流イベントを開催する。

イベントでのカップル成立数 組 3,087 2,910 3,300 44 72 19

　会員団体（350団体）、協賛団体（74団体）、協
賛団体による交流イベント情報発信（161回）
　協賛団体に対する研修の実施
　新規協賛団体登録（４団体）

4継続

　Ｈ30年度も新規協賛団体の追加や協賛団体を対
象とした研修会を実施し、目標に向け順調に前進して
いる。行政には県民から出会いの場の提供を求められ
ており、継続。

4継続
　目標数を上回る実績を達成しており、一定の成果が
出ているため、継続。引き続き実施方法の工夫等に努
めていく必要がある。

(2)安全・安心な妊娠・出産の環境整備

①市町村との連携により、不妊に悩む夫婦への支援や、妊娠期から子育て期の継続した相談支援体制構築を推進します。

児童021 妊娠・出産包括支援推進事業 こども未来
部

児童福祉
課

　多くの市町村において、妊娠期から子育
て期にわたるまでの切れ目ない支援体制を
構築できるよう、研修会や連絡調整会議
等を実施する。

利用者支援事業（母子保健型）を実施
する市町村数 市町村 11 12 15 109 205 18

　子育て世代包括支援センターの設置を推進するため、
妊娠・出産包括支援事業推進調整会議にて支援プラン
や利用者支援事業等の説明を行い、「妊娠期から親とな
る過程を促進する」支援ワーキングでは支援プラン等の様
式の検討を行った。

4継続

　妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援体制を
整備するため、子育て世代包括支援センターの設置
等に県内全市町村が地域の実情に合わせて取り組め
るよう、会議の開催や関係機関の情報収集、市町村
への情報提供を行う。

4継続
　市町村における、妊娠から子育てまでの切れ目ない
支援体制整備は必要であり、継続。引き続き市町村
支援に取り組んでいく必要がある。

児童023 特定不妊治療費助成事業 こども未来
部

児童福祉
課

　特定不妊治療を受ける夫婦に対してそ
の治療に要する費用の一部を助成する。 助成件数 件 1,139 － － 236,784 215,423 197,253 特定不妊治療を受けた724組の夫婦に対し、延べ1,139

件の助成を行った。 4継続
　保険適用外の特定不妊治療を受ける夫婦の経済
的負担を軽減し、少子化対策の充実を図るため、今
後も継続的に取り組む必要がある。

4継続 　少子化対策の充実のため、特定不妊治療に要する
費用の一部助成は必要であり、継続。

②ハイリスクな分娩や新生児への高度な医療を提供します。

医務001 周産期医療対策 健康福祉
部 医務課

　ハイリスクな分娩や新生児への高度な医
療を提供するため周産期母子医療セン
ターの運営を支援するとともに、周産期医
療情報システムの運営等により周産期医
療機関の連携体制を整備する。

NICU病床数 床 42 42 42 197,580 302,155 177,394

　周産期母子医療センターの運営費を補助したほか、周
産期医療情報システムの運用、分娩介助研修会、新生
児蘇生法研修会の開催、新生児搬送用保育器の運
用、NICU入院児の支援等を行った。また、今後の周産
期医療体制のあり方について、検討会を開催して協議し

4継続

　県民が安心して出産できる環境を整備することは重
要な課題であり、周産期医療対策を継続して推進し
ていくことが必要である。産科医の不足等の問題に対し
ては、周産期医療対策協議会等での検討を踏まえ、
対策を講じていく。

4継続

　周産期母子医療センターの運営費に対する補助等
であり、県民が安心して出産ができる体制を維持する
ため継続。今後の周産期医療体制のあり方についての
検討を踏まえ、体制の充実を進めていく必要がある。

③周産期医療機関の連携体制を整備します。

医務001 周産期医療対策 再掲
健康福祉
部 医務課

　ハイリスクな分娩や新生児への高度な医
療を提供するため周産期母子医療セン
ターの運営を支援するとともに、周産期医
療情報システムの運営等により周産期医
療機関の連携体制を整備する。

NICU病床数 床 42 42 42 197,580 302,155 177,394

　周産期母子医療センターの運営費を補助したほか、周
産期医療情報システムの運用、分娩介助研修会、新生
児蘇生法研修会の開催、新生児搬送用保育器の運
用、NICU入院児の支援等を行った。また、今後の周産
期医療体制のあり方について、検討会を開催して協議し

4継続

　県民が安心して出産できる環境を整備することは重
要な課題であり、周産期医療対策を継続して推進し
ていくことが必要である。産科医の不足等の問題に対し
ては、周産期医療対策協議会等での検討を踏まえ、
対策を講じていく。

4継続

　周産期母子医療センターの運営費に対する補助等
であり、県民が安心して出産ができる体制を維持する
ため継続。今後の周産期医療体制のあり方についての
検討を踏まえ、体制の充実を進めていく必要がある。

施策２　子育て支援

【目的】子どもを安心して育てることができ、良好な親子関係の下で子どもが健やかに成長できる環境整備を進めます。

(1)子育て支援・保育環境の充実

①地域社会全体で子育てを応援します。

医務004 小児救急医療対策 健康福祉
部 医務課

　小児救急医療体制維持のため、小児二
次輪番病院への支援、小児医療啓発、
小児救急電話相談（＃８０００）等の
事業を実施する。

夜間・休日における小児二次救急の空白
日 日 0 0 0 186,540 164,249 170,473

  県内4ブロックで病院が輪番を組み、夜間・休日における
小児二次救急に対応したほか、小児救急電話相談を実
施するなど、小児救急医療体制を整備した。

4継続

　県民が安心して子育てをしていけるよう、夜間・休日
の小児二次救急の体制を維持するとともに、電話相談
により、保護者の不安の解消及び適切な受診の推進
を図っていく必要がある。

4継続
　小児二次輪番病院の体制整備や小児救急電話相
談等にかかる経費であり、小児救急医療体制の維持
を図るため継続。

子青007 保育所等の支援 こども未来
部

子育て・青
少年課

　子ども・子育て支援法の規定に基づい
て、民間の保育所、認定こども園、幼稚
園、小規模保育等に要する費用の4分の
1を負担するほか、認可外保育施設や児
童福祉施設へ経費の一部を補助する。

特定教育・保育施設数及び特定地域型
保育事業数 箇所 505 495 500 8,779,816 10,883,803 9,420,726

  子どものための教育・保育給付費負担　9,162,251千
円
  認可外保育施設支援　2市　2,193千円
　保育充実促進費補助　22市町村　256,275千円

4継続

　子ども・子育て支援新制度における特定教育・保育
施設の運営経費の義務負担及び国の基準を上回る
保育士配置等の県独自の補助制度であり、保育内
容の充実のために継続が必要。

4継続
　保育内容の充実のためには、運営経費の義務負担
に加え、国の基準を上回る保育士配置に対する補助
も必要であり、継続。

子青008 保育所等の整備 こども未来
部

子育て・青
少年課

　国の交付金又は安心こども基金を活用
し、保育所及び認定こども園の施設整備
に要する費用の一部を補助。
　認定こども園の認定を受けるために必要
な施設整備や民間保育所の小規模な施
設整備に要する費用の一部を補助。

特定教育・保育施設数及び特定地域型
保育事業数 箇所 505 495 500 605,424 732,470 545,462

　保育所等緊急整備事業　1施設　1,488千円
　認定こども園整備事業　  11施設  241,183千円
（他にR元への繰越2施設100,250千円あり）
　幼児教育の質の向上のための緊急環境整備　46施設
9,966千円、子育て環境づくり推進事業　7施設
12,937千円

4継続 　保育を必要とする児童の受入れ体制及び良好な子
育て環境を整備するために、継続が必要。 4継続 　良好な子育て環境を整備し、保育を必要とする児童

をしっかり受け入れるため、継続。

子青004 子ども・子育て支援整備交付金事業 こども未来
部

子育て・青
少年課

　放課後児童クラブ室等の新設整備・大
規模改修を行う市町村に対して補助し、
設置か所数の増加を図る。

放課後児童クラブの待機児童数 人 66 0 0 111,113 102,822 78,933

　市町村が市町村子ども・子育て支援事業計画に基づい
て行う、放課後児童クラブ及び病児保育施設の施設整
備に対して補助した。(10市町村15カ所）
　※他にR元への繰越（2市町2ヵ所5,345千円）あり

4継続
　放課後児童クラブへの入所待機児童解消または予
防のため、及び病児保育事業の推進に必要な整備事
業であり、継続。

4継続

　放課後児童クラブへの入所待機児童解消等のため
に、必要な整備事業であり、継続。放課後児童クラブ
のニーズは高く、前年に比べて待機児童数が増加して
おり、目標達成に向けて引き続き取り組んでいく必要が
ある。

子青005 地域子ども・子育て支援事業 こども未来
部

子育て・青
少年課

　子ども・子育て支援法に定める「利用者
支援事業」や、「放課後児童クラブ」、「地
域子育て支援拠点事業」などの市町村の
取組に対して財政支援を行う。また、放課
後児童クラブ等に従事する職員の認定研
修等を行う。

放課後児童クラブの待機児童数 人 66 0 0 2,233,832 2,264,252 2,266,554

　市町村が実施する子ども･子育て支援法に定める13事
業について、その事業費の一部について補助するとともに、
放課後児童クラブに従事する職員の認定資格研修等を
実施した。

4継続

　子ども･子育て支援法に基づく、地域の特性や子育
て家庭のニーズに応じた市町村の取組を制度面･財政
面､人材育成の面から支援するために必要な事業であ
り継続。

4継続

　市町村における地域子ども・子育て支援事業であり、
継続。放課後児童クラブについては、ニーズも高く、待
機児童も依然として発生しており、地域の子育てニー
ズに応じた市町村の取り組みを引き続き支援していく
必要がある。

②子どもの健康と発達を支援します。

児童020 先天性代謝異常等検査(タンデムマス法
検査)

こども未来
部

児童福祉
課

　先天性代謝異常の新しい検査法である
タンデムマス法により、県内出生児に対し
漏れなく検査を実施し、必要なフォローを
行う。

検査実施数 件 15,712 － － 49,268 48,860 45,074
　県内出生児に対し検査を実施し、異常値が出た児につ
いて早期の治療に繋がるよう関係機関と連携し精密検査
体制を整備した。

4継続
　生まれつきの病気を早期に発見し、病気の発症や重
症化を予防するため、引き続き県内出生児に対して漏
れなく検査する体制を維持し、必要なフォローを行う。

4継続 　先天性疾患を早期に発見し発症や重症化予防につ
なげるための経費であり継続。
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児童022 発達障害児早期発見支援 こども未来
部

児童福祉
課

　市町村で実施する1歳6か月児健康診
査等において、自閉症児のスクリーニング体
制を強化できるよう研修会を開催する。

1歳6か月児健康診査で発達障害児の早
期発見のためのスクリーニングを行う市町村
数

市町村 35 35 35 377 375 321

発達障害児の早期発見に関する技術的支援を行うた
め、県内市町村の1歳6か月児健診等に直接関わる講師
による講義、先進的に取り組む市町村の健診視察、1歳
6か月児健診行動観察マニュアル・ＤＶＤ作成のための
ワーキングを開催した。

4継続

発達障害児の早期発見に関する技術的支援を行うた
め、1歳6か月児健診行動観察マニュアル・DVDを活
用するための研修会の開催や2歳児健診の行動観察
マニュアル作成のためのワーキングを開催する。

4継続
　発達障害児の早期発見のための乳幼児健診機能
の充実と健診従事者の対応力向上は重要であり、継
続。

③児童相談対応の充実を図るとともに、良好な親子関係の構築を支援します。

児童014 児童相談 こども未来
部

児童福祉
課

　児童相談所の運営、こどもホットライン２
４、乳幼児発達診査及び児童相談所職
員の研修等にかかる経費を負担する。

児童相談受付件数 件 10,531 11,750 12,110 327,151 1,045,226 228,268
　こどもホットライン24運営  10,641千円　　H30 児童
相談件数　　3,674件　　　児童相談所の嘱託医師
5,045千円　児童相談所の運営費　21,678千円

4継続

　近年、児童相談受付件数は１万件を超え続け、横
ばいの状態にある。児童を取り巻く環境は依然として
様々な課題（虐待や親の養育力低下など）が山積
しており、児童相談所に対する期待と要請は年々高
まっていることから、継続。

4継続
　児童相談受付件数は横ばいの状態にあるが、虐待
相談は増加している。相談内容は複雑化、深刻化し
ており、継続して対応していく必要がある。

④子どもと親が共に安全・安心に、健やかに利用できる公園等の環境を提供します。

都計007 県立都市公園管理 県土整備
部

都市計画
課

　県立都市公園（敷島公園、群馬の森、
観音山ファミリーパーク、金山総合公園、
多々良沼公園）の管理を適正に実施し、
県民に憩と癒しの場を提供する

公園来場者数 千人 2,556 2,350 2,350 1,318,568 726,118 1,294,626

　指定管理者制度等による公園の適正な管理
  都市公園長寿命化計画に基づいた公園の適正な管理
　敷島公園補助陸上競技場の8レーン化及び第3種公
認対応

4継続 　県民の憩いの場である都市公園を、県民が安全に
安心して利用してもらうために必要な事業である。 4継続

　県が管理する都市公園を、県民が安全に利用する
ために必要な事業であり、継続。引き続き、ネーミングラ
イツの追加導入の検討など財源確保の取り組みや効
率的な維持管理に努めていく必要がある。

(2)子育てに関する費用の負担軽減

①子育てにかかる費用の負担を軽減し、子育てしやすい環境を整備します。

国保001 福祉医療費補助（子ども医療費） 健康福祉
部

国保援護
課

  子育て世帯の経済的負担の軽減を図る
とともに子どもたちが安心して必要な医療が
受けられるよう、市町村が実施する中学校
卒業までの子どもを対象とした保険医療費
の自己負担分の助成に係る経費を補助す
る。（補助率1/2）

中学校卒業までの子どもの医療費補助を
継続実施 －

中学校卒業まで
医療費補助を継

続

中学校卒業まで
医療費補助を継

続

中学校卒業まで
医療費補助を継

続
3,991,085 3,911,167 3,761,822

　子育て世帯の経済的負担の軽減を図り、安心して必要
な医療を受けられるよう、市町村とともに引き続き医療費
の一部負担金の助成を行った。対象者233,048人、受
診件数3,586,129件、補助金額3,761,822千円

4継続

　本県の子どもの医療費無料化制度は、全国でも有
数の手厚い制度として、群馬県が進める子育て支援・
少子化対策に非常に大きな役割を果たしている。今後
も、子どもの健康増進や子育て世帯の経済的負担軽
減を図っていくために、本制度の安定的な運営は必要
不可欠である。

4継続

　子どもの健康増進と子育て世帯の経済的負担軽減
を図るために必要な事業であり継続。
　重度心身障害者も含めた福祉医療制度全体につい
ては、在り方検討会での検討結果を踏まえ、市町村と
協力し、事業の見直しを実施する必要がある。

子青006 第３子以降３歳未満児保育料免除 こども未来
部

子育て・青
少年課

　認可保育所、認定こども園、認可外保
育施設の入所児童のうち、第３子以降の
３歳未満児の保育料を免除する。

就学前児童第３子無料化事業対象市
町村の実施割合 ％ 100 100 100 323,621 319,192 322,758 　保育料を徴している市町村（31市町村）で、2,779

人に対する補助を実施。 4継続 　子育てする多子世帯の経済的負担を軽減するため
の有効な施策であり、継続が必要。 4継続

　多子世帯の経済的負担を軽減して子育てしやすい
環境を整備するもので、少子化対策として必要な事業
であり、継続。

②すべての子育て世帯を、経済的に支援します。

こ政002 ぐんまちょい得キッズパスポート こども未来
部

こども政策
課

　「ぐんまちょい得キッズパスポート」を子育て
家庭に配布し、パスポートを提示すると本
事業に賛同する企業から割り引き等の
様々な特典サービスを受けられることで、行
政・企業が一体となって子ども・子育てに温
かい社会づくりを推進する。

協賛店舗数（累計） 店 5,774 5,800 6,000 7,015 2,659 4,936

　第5期ぐーちょきパスポート及び子育て応援メッセージカー
ドの作成・配布
　新規開店店舗や企業団体等に対する協賛加入の働き
かけ
協賛店への全国共通展開への協力依頼

4継続

　H30年度は、協賛店舗の方針転換や閉店などにより
106件の協賛廃止があったものの、279件の新規の登
録が得られた。R元年度は、「結婚・子育て応援キャン
ペーン」を実施し、協賛店舗6000店の目標に向け、
新規登録店舗の開拓を集中的に進めている。今後も
子育てに温かい社会づくりのシンボルとして、事業を推
進する必要がある。

4継続
　協賛店舗数は着実に増加しており、社会全体で子
育て家庭を応援する機運を醸成するため、継続した取
組が必要。

③子育て世帯の居住を支援します。

住政007 社会資本総合整備（県営住宅長寿命
化）

県土整備
部

住宅政策
課

　県営住宅の効率的・効果的な継続使
用実現のために、修繕、改善及び集約建
替などを計画的に行う。

改善戸数（累計） 戸 2,750 3,261 3,713 1,035,307 932,358 1,269,320
　改訂した群馬県営住宅長寿命化計画に基づき、
2,750戸の改善を行った。 4継続

　「群馬県営住宅長寿命化計画」に基づき、全体戸
数を減少させつつ、住戸改善、集約建て替え、廃止を
含めて計画的に実施し、コスト縮減及び予算の平準
化を図る必要がある。

4継続
　長寿命化による更新コスト削減については引き続き
取り組む必要があり継続。長寿命化計画に基づき建
て替えや修繕等を効率的に行っていく必要がある。

④子どもたちが大学等へ進学し教育を受けるための支援を実施します。

労政015 勤労者教育資金貸付 産業経済
部

労働政策
課

　労働者及びその子弟が大学等へ進学す
るために必要な資金を融資（金融機関が
融資する原資の一部を県が預託し、低利
な融資を実施）

新規貸付件数 件 20 200 200 326,978 233,169 150,683 　H30年度貸付実績　20件、18,060千円 4継続

　近年の好景気等により利用件数は減少しているた
め、Ｒ１年度から融資枠の見直し（5億円→3億5千
万円）を行ったところであるが、本資金は勤続年数が
短い勤労者などに対し教育資金を貸し付けるものであ
り、労働者の生活安定と福祉の向上に資する制度で
あり、景気の先行き不透明感も考慮すると制度そのも
のの必要性は高いと考える。

4継続

　勤労者福祉のため、教育資金を低利で融資する制
度であり、継続。ただし、H30年度の貸付実績はH29
年度から半減していることから、今後の執行状況に応じ
て、融資枠の縮小等、制度の見直しが必要。

施策３　仕事と子育てが両立できる職場づくりの推進　

【目的】ワーク・ライフ・バランスを実現でき、男女がともに子育て等をしながら働き続けられる職場づくりを進めます。

(1)働きやすい職場づくり

①長時間労働の削減など働き方の改革を進め、ライフステージに対応した柔軟で多様な働き方を支援します。

労政003 働く女性支援（環境整備） 産業経済
部

労働政策
課

　男女ともに働きやすい環境づくりを進める
ため、企業向けセミナー「ぐんまのイクボス養
成塾」等により、ワーク・ライフ・バランスの推
進等に関する意識改革を図り、「いきいき
Ｇカンパニー認証制度」により企業の両立
支援制度等の普及・充実や女性活躍を
図る。

女性の有業率（生産年齢人口15～64
歳） ％ データなし 71.3 73.0 5,219 3,798 4,154

　イクボス養成塾(ワークショップ3回64人参加)による啓発
や、働き方改革アドバイザーの認定（認定者69人）及び
フォローアップ研修（66人参加）を実施。いきいきＧカン
パニー認証制度普及のための企業訪問や各種広報、表
彰（優秀賞・奨励賞各2社）、事例集作成等を実施
（認証事業所数979）。啓発冊子（働き方改革実践
ガイド）の作成（10,000部）や、ガイドを活用した企業
支援者向け研修（商工団体職員向け4回（132名参
加）・金融機関職員向け1回（17名参加））を実施。

4継続

　労働力人口が減少する中、働く女性への支援及び
働き方改革（働きやすい職場環境づくり）の推進は、
本県経済を支える中小企業・小規模事業者の持続
的発展を図るために重要な施策であり、働き手の確保
にもつながることから、今後も引き続き実施していく必要
がある。

4継続

　男女とも仕事と育児等を両立できる働きやすい環境
づくりを推進するための取組であり、継続。H30年度に
改訂した働き方改革実践ガイドも活用し、事業者等が
働きやすい環境づくりへの理解をより促進する必要があ
る。

②出産・子育て・介護等をしながら働き続けられるように、仕事と生活を両立しやすい職場環境づくりを進めます。

労政003 働く女性支援（環境整備） 再掲
産業経済
部

労働政策
課

　男女ともに働きやすい環境づくりを進める
ため、企業向けセミナー「ぐんまのイクボス養
成塾」等により、ワーク・ライフ・バランスの推
進等に関する意識改革を図り、「いきいき
Ｇカンパニー認証制度」により企業の両立
支援制度等の普及・充実や女性活躍を
図る。

女性の有業率（生産年齢人口15～64
歳） ％ データなし 71.3 73.0 5,219 3,798 4,154

　イクボス養成塾(ワークショップ3回64人参加)による啓発
や、働き方改革アドバイザーの認定（認定者69人）及び
フォローアップ研修（66人参加）を実施。いきいきＧカン
パニー認証制度普及のための企業訪問や各種広報、表
彰（優秀賞・奨励賞各2社）、事例集作成等を実施
（認証事業所数979）。啓発冊子（働き方改革実践
ガイド）の作成（10,000部）や、ガイドを活用した企業
支援者向け研修（商工団体職員向け4回（132名参
加）・金融機関職員向け1回（17名参加））を実施。

4継続

　労働力人口が減少する中、働く女性への支援及び
働き方改革（働きやすい職場環境づくり）の推進は、
本県経済を支える中小企業・小規模事業者の持続
的発展を図るために重要な施策であり、働き手の確保
にもつながることから、今後も引き続き実施していく必要
がある。

4継続

　男女とも仕事と育児等を両立できる働きやすい環境
づくりを推進するための取組であり、継続。H30年度に
改訂した働き方改革実践ガイドも活用し、事業者等が
働きやすい環境づくりへの理解をより促進する必要があ
る。

(2)働く人の安心確保

①専門の労働相談員、産業カウンセラーが、働く上での相談や悩みにきめ細かく対応します。

労政013 県民労働相談センター 産業経済
部

労働政策
課

　複雑多様化している労働相談に的確に
対応するため、県民労働相談センターにお
いて、関係機関とも連携して労働相談やメ
ンタルヘルス相談を実施する。

労働相談件数 件 1,299 1,600 1,600 10,191 9,628 9,641 　県民労働相談センターでの労働相談件数　1,299件 4継続

　景気の先行き不透明感が増す中、新たに働き方改
革やパワハラ対応の法制化等も背景として、相談件数
も増加傾向にあり、相談内容も多様化・複雑化してい
る。また、休日対応を求める声も寄せられるなど県民
ニーズは高く、引き続き専門知識を有する相談員によ
る相談窓口の必要性は高い。今後も県内各相談機
関及び各相談センター間の連携強化や、相談窓口の
周知を行っていく。

4継続

　複雑多様化する雇用環境の中、労働相談の窓口と
して必要性が認められることから、継続。国や市町村な
どの関係機関と協力し、随時、実施方法･体制の見直
しを行っていく必要がある。

15



個別事業名 区分 部 局 所 属 事業概要 成果（結果）を示す指標 単位 H30実績 H30目標 R元目標 H30当初
（千円）

R元当初
（千円）

H30決算
（千円）

H30
事業結果 部局評価 財政課評価

施策４　少子化対策のコンセンサス形成

【目的】若者の結婚、妊娠・出産、子育てに至る少子化対策を「未来への投資」と捉え、社会全体で取り組むための機運醸成を図ります。

(1)関係機関と連携した少子化対策の推進

①若者が自分の将来の人生設計について考える機会を提供します。

こ政003 地域少子化対策重点推進事業（結婚
応援セミナー）

再掲
こども未来
部

こども政策
課

　独身の若者を対象に、結婚に結びつくよ
うなより実践的なライフデザインセミナーと交
流会を開催するとともに、独身の子を持つ
親に対して、親の心構えや接し方等を学ぶ
講座を開催するほか、民間非営利団体等
における各地域でのセミナー開催を補助す
る。

イベントでのカップリング率 ％ - - - 8,512 2,500 4,638

　学生・新社会人に対するライフデザインセミナーを出前講
座として実施（3回）
　民間団体等が行うライフデザイン支援の取組を補助（8
団体）
　大学生等による少子化対策への提案(3件)

4継続

　Ｈ30年度に実施した県民意識調査から、若者に結
婚や子育てのマイナスイメージが広がっていることが懸念
される。若者がこれからの人生を考える中で、家族形
成を選択肢として考えられるよう、ライフデザインの支援
を行うことは必要である。

4継続
　若い世代にライフデザインを考える機会を提供すること
は、結婚や子育てについても考える機会となり、少子化
対策に繋がる重要な取り組みであるため継続。

②さまざまな意見を取り入れ少子化対策を推進する体制を構築します。

こ政001 少子化対策の総合推進 こども未来
部

こども政策
課

　「群馬県少子化対策推進県民会議」及
び「群馬県少子化対策推進連絡会議」を
開催し、関係機関と連携しながら「ぐんま
子育て・若者サポートヴィジョン2016」を着
実に推進する。

「ぐんま子育て・若者サポートヴィジョン
2016」の策定 － － － － 406 609 237

　「ぐんま子育て・若者サポートビジョン2016」の推進及び
計画2年目の点検・評価を実施。
　少子化対策推進県民会議の開催(7月、3月)

4継続

　Ｈ30年度の成果としては、「ぐんま子育て・若者サ
ポートヴィジョン2016」の38の指標項目のうち、実績が
未確定の9項目を除き、達成又は前進となった項目は
23で、達成度は79.3％となっている。Ｒ元年度は計
画最終年度として、引き続き目標に向け取組を推進
する。また、課題を把握しＲ2年度からの新たな計画を
策定し、推進していく必要がある。

4継続
　本県の少子化対策にかかる基本計画の各目標数値
についての進捗状況を点検・評価し、計画目標達成に
向けて進捗管理をするものであり、継続。

(2)社会全体で少子化対策に取り組む機運の醸成

①社会全体で結婚や子育てを応援する機運を醸成します。

こ政002 ぐんまちょい得キッズパスポート 再掲
こども未来
部

こども政策
課

　「ぐんまちょい得キッズパスポート」を子育て
家庭に配布し、パスポートを提示すると本
事業に賛同する企業から割り引き等の
様々な特典サービスを受けられることで、行
政・企業が一体となって子ども・子育てに温
かい社会づくりを推進する。

協賛店舗数 店 5,774 5,800 6,000 7,015 2,659 4,936

　第5期ぐーちょきパスポート及び子育て応援メッセージカー
ドの作成・配布
　新規開店店舗や企業団体等に対する協賛加入の働き
かけ協賛店への全国共通展開への協力依頼

4継続

　H30年度は、協賛店舗の方針転換や閉店などにより
106件の協賛廃止があったものの、279件の新規の登
録が得られた。R元年度は、「結婚・子育て応援キャン
ペーン」を実施し、協賛店舗6000店の目標に向け、
新規登録店舗の開拓を集中的に進めている。今後も
子育てに温かい社会づくりのシンボルとして、事業を推
進する必要がある。

4継続
　協賛店舗数は着実に増加しており、社会全体で子
育て家庭を応援する機運を醸成するため、継続した取
組が必要。

こ政007 ぐんま結婚応援パスポート こども未来
部

こども政策
課

　新婚夫婦や結婚を予定しているカップル
を対象に、協賛店舗で提示すると特典を
受けられるパスポートを交付することで、県
民の結婚を促すとともに、社会全体で結婚
を応援する機運醸成を図る。

協賛店舗数 件 1,214 900 1,000 139 7,777 2

　新規開店店舗や企業団体等に対する協賛加入の働き
かけ
　イベント出展や地域活性化包括連携協定企業でのノベ
ルティグッズの配布やラジオ番組等による事業の普及啓発
の実施

5継続(見
直しあり)

　県民の間に「ぐんま結婚応援パスポート」の認知はま
だ低い状況である。Ｒ元年度は、協賛店拡大の取組
と結婚応援のＣＭ動画の上映を行っており、県民に制
度を活用してもらうためには、今後も事業の一層の周
知と、協賛店の拡大は不可欠である。今後は、イン
ターネットメディアを利用するなど発信方法を工夫し認
知度向上に取り組む。

5継続(見
直しあり)

　県民の認知が低く、周知方法に工夫が必要。周知
方法については効率的・効果的な手法を検討するな
ど、見直しを行う必要がある。

企画009 力あわせるネットワーク 企画部 企画課

　情報発信・集約の基盤として構築する
ウェブサイトやSNSを活用して、県民に人
口減少問題について知ってもらい、自分事
として認識してもらう。さらに、フォーラム等の
交流イベントを開催し、多様な主体の協働
を創出し、人口減少対策への機運醸成を
図る。

Facebookでの「いいね」（リアクション）
数 件 315 400 500 1,031 - 542

　ウェブサイト及びFacebookにより、県人口に関する話題
や移住支援など広く情報発信した。未来創生フォーラムで
は、若者の県内就職・居住促進のため、群馬の魅力など
の講演や県内企業若手職員のプレゼンテーションを実施し
た。

4継続 　引き続き、人口減少対策に県下一体となって取り組
んでいく機運を醸成するため、情報発信を継続。 4継続

　人口減少対策や群馬の未来創生に向け、県民の機
運醸成を図るための情報発信は必要であることから、
継続。
　より効果的な情報発信になるよう、執行方法を随時
見直す必要がある。

②結婚や子育てに関する一元的な情報発信とイメージアップを推進します。

こ政006 結婚・子育て応援ポータルサイト こども未来
部

こども政策
課

　結婚、妊娠・出産、子育て等に関する
ポータルサイト（スマートフォンにも対応）を
運用し、各種情報を一元的に発信する。

ポータルサイトアクセス件数（ページビュー
数） 件 1,669,632 300,000 300,000 612 2,934 796

　ポータルサイトの訴求力向上を図る観点から、「出会い・
結婚」や「子育て」に関する新規コンテンツを合計３本掲
載した。また、ポータルサイトに掲出するバナー広告の公募
を実施し、合計６社の広告を掲出、240千円の収入を確
保した。

4継続

　サイトの閲覧数は順調に伸びている。Ｈ30年度には
群馬県独自の「ほめて育てるコミュニケーション・トレーニ
ング」動画を掲載するなど、県民が求める情報を充実さ
せている成果である。引き続き有益な情報を発信し、
県民の結婚・子育てを応援していく必要がある。

4継続

　結婚・子育てに関する情報を一元的にわかりやすく発
信しており、個々の事業同士の相乗効果も期待できる
ため、継続。ページビュー数も増加しており、引き続き有
料広告バナー掲載等の財源確保にも取り組んでいく必
要がある。
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